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１ 地方分権改革の推進 

（提案要求先 内閣府・総務省・財務省） 

（都所管局 総務局・財務局・主税局） 

 

＜現状・課題＞  

地方分権改革は、地域の実情に応じ、地方自治体が自らの判断と責任において、

自主的・自立的な行財政運営を行い、個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現す

ることにより、都民生活の向上を図るものである。 

これまで二次にわたる地方分権改革において、事務・権限の移譲や義務付け・

枠付けの見直しが行われ、平成２６年度から導入されている「提案募集方式」に

おいても、地方からの提案に対する国の対応方針が示され、累次の地方分権一括

法等が施行されるなど、地方分権改革は一定の進展を見せている。 

しかし、依然として、地方自治体が条例で定める基準の内容を国が法令で拘束

する「従うべき基準」が存在していることに加え、「提案募集方式」についての

問題点も明らかになってきている。 

また、権限に見合った財源が不可欠であるにもかかわらず、国と地方の税収比

率が歳出比率に見合ったものになっていないといった問題もある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）「未来の東京」の実現に向けて、東京が直面する諸課題の解決や東京の更

なる成長創出に資する施策を、自らの判断と責任により主体的に推進できる

よう、国からの権限移譲や義務付け・枠付けの見直しを行うこと。 

また、「従うべき基準」については、三次にわたる一括法の附則の規定を

踏まえ、真に必要なものに限定し、新たな設定は原則行わないこと。 

（２）「提案募集方式」については、第四次地方分権一括法の附帯決議も踏まえ、

地方からの提案を尊重し、政府全体でその実現に向けた取組を強力に推進す

ること。 

提案の検討に当たっては、支障事例の有無にかかわらず、課題発生の未然

防止効果、国と地方の役割分担等の観点も重視し、地方自治体がより活用し

やすいものとなるよう、継続的に制度の見直しを図っていくこと。 

また、法改正に伴う政省令の整備に当たっては、条例制定等に必要な期間

１ 真の分権型社会の実現 

（１）「未来の東京」の実現に向けて改革を推し進めることができ

るよう、都の権限・責任を拡大すること。 

（２）地方分権改革の更なる推進のために、「提案募集方式」の制

度の見直しを行うこと。 

（３）権限とそれに見合う税財源とを一体として移譲すること。 
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を確実に確保できるよう、法の成立後、速やかに行うこと。 

（３）権限とそれに見合う税財源とを一体として移譲すること。 

  法律に基づく基礎自治体への権限移譲に当たっては、国は地方交付税の不

交付団体や特別区を含め、全ての区市町村に対し、必要な財源を確実に措置

すること。 

 

 

参  考 

 

○三次にわたる一括法の附則の規定における記述（抜粋） 

国の行政機関の長が定める基準の在り方について検討を加え、必要があると認

めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

○第四次地方分権一括法の附帯決議（抜粋） 

今後における改革の推進の手法として「提案募集方式」を導入するに当たって 

は、地方公共団体からの積極的な提案が行われるよう体制を整えるとともに、地

方公共団体からの提案を尊重し、その実現に向けた取組を強力に推進すること。  

また、個々の地方公共団体の発意に応じた選択的な移譲を希望する提案等であ

っても、地方公共団体の間で制度が異なることにより住民に不利益が生じないよ

う留意しつつ、その実現に努めること。 
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２ 地方分権に資する地方税財政制度の抜本的改革の推進【最重点】 
（提案要求先 内閣府・総務省・財務省） 

（都所管局 財務局・総務局・主税局） 

 
＜現状・課題＞ 
 真の地方自治は、地方自治体が自らの権限と財源に基づき、主体的に行財政運

営を行うことで初めて実現できるものである。 
 しかし、我が国の財政は、国民が負担する租税収入の配分が、国税と地方税で

６対４であるのに対して、国の歳出と地方の歳出の配分は４対６と、歳入と歳出

における国と地方の比率が逆転している。 
 こうした中、令和元年１０月に、地域間の財政力格差の拡大を理由に、再び法

人事業税の一部が国税化され、これまで以上の規模で都道府県に配分する新たな

措置が講じられた。 
日本全体の持続的な成長を実現するためには、地方自治体が、自主的・自立的

な行財政運営を行い、各々の個性や強みを発揮することが重要であり、地方自ら

が地域の課題解決に率先して取り組んでいくため、国から地方への権限移譲を進

めるとともに、果たすべき役割と権限に見合った財源を一体として確保する必要

がある。 
そのためには、国・地方間の税財源の配分の見直しなど、地方税財政制度の抜

本的な見直しに本腰を入れて取り組むべきである。 
また、地方税収の安定的な確保という視点から、消費税収の国と地方の配分割

合の見直しについて検討するなど、地方の将来にわたる安定的な自治体運営を可

能とするため、本質的な議論を進めていくことが必要である。 
 さらに、これらと合わせ、財源保障機能と財源調整機能を持つ地方交付税制度

について、法定率の更なる引上げなどにより、その機能が十分に発揮され得る程

度の交付税総額を確保し、制度改善に取り組むことが不可欠である。 
 
＜具体的要求内容＞ 
（１）地方の真の自立を確立するため、地方が果たすべき役割と権限に見合うよ

う、日本の持続的発展に資する地方税財政制度の抜本的な改革に取り組み、

国・地方間の税財源の配分の見直しを行うこと。 
 

（１）地方税財政制度の抜本的改革を、地方分権に資するよう、早

急に実現すること。 

（２）消費税収の国と地方の配分割合の見直しなど地方税源の拡充

を図るとともに、地方の自立につながる、安定的な地方税体系

を早急に構築すること。 

（３）地方の実態を踏まえ、必要な地方交付税総額を確保すること。 
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（２）消費税収の国と地方の配分割合の見直しなど地方税源の拡充を図るととも

に、地方分権に資する安定的な地方税体系を早急に構築すること。その際、

税制の見直しに関しては、地方税の応益原則や地方法人課税の税源涵
かん

養イン

センティブを最大限尊重するとともに、受益と負担という地方税の原則を無

視した地方間の水平調整は行わないこと。 
（３）財源保障機能と財源調整機能を持つ地方交付税制度について、地方交付税

の法定率の更なる引上げなどにより、その機能が十分に発揮され得る程度の

交付税総額を確保し、制度改善に取り組むこと。 
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３ 地方分権に資する国庫補助負担金改革の実現 

（提案要求先 内閣府・総務省・財務省） 

（都所管局 財務局・総務局） 

 

＜現状・課題＞ 

地方分権改革の推進に当たっては、地方の自由裁量を拡大し、国庫補助金など

国からの依存財源ではなく、最終的には自主財源である地方税を拡充する方向で

検討をすべきである。このためには、まず、国と地方の役割を見直した上で、国

の関与の必要のない事務に係る国庫補助負担金については原則として廃止し、権

限の移譲と併せて必要な財源が確実に措置されなければならない。 

国庫補助負担金改革を真の地方分権に資するものとするため、地方の取組をそ

の実情を踏まえないまま一律に評価すべきではなく、制度設計等に当たっては、

国は地方と十分に議論を尽くすべきである。 

  

＜具体的要求内容＞ 

（１）国庫補助負担金は、国と地方の役割を見直した上で、国の関与をなくすべ

き事務に係るものについては、原則として廃止し、権限の移譲と併せて、必

要な財源を確実に措置すること。 

（２）国庫補助負担金改革を真の地方分権に資する地方税財源の拡充につながる

ものとするため、地方と本質的な議論を行うこと。 

 

 

（１）国庫補助負担金は、国と地方の役割を見直した上で、国の関

与をなくすべき事務に係るものについては、原則として廃止し、

権限の移譲と併せて、必要な財源を確実に措置すること。 

（２）国庫補助負担金改革を地方分権に資する地方税財源の拡充に

つながるものとするため、地方と本質的な議論を行うこと。 
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４ 国直轄事業負担金の更なる改革 

（提案要求先 総務省・財務省・国土交通省） 

（都所管局 総務局・財務局・建設局・港湾局） 

 

＜現状・課題＞ 

都は建設に関する負担金については、適切なものは負担していく用意がある。

しかし、直轄事業負担金制度については、国と地方の役割分担に応じた国直轄事

業の範囲の見直しや事前協議の法制化、返還の仕組みの検討などが実現していな

い状況である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）事業の検討に当たっては、計画段階から地方自治体の意見を十分反映でき

るよう協議を行う仕組みを担保するために、事前協議の法制化を行うこと。 

（２）地方が地域の課題に主体的に対応できるよう、国の直轄事業の範囲を国が

責任を負うべきものに限定し、地方が担うことができる事業については財源

とともに地方へ移管すること。 

（３）国庫補助金においては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律」に基づき国に返還する仕組みがある。こうした仕組みを参考に、直轄事

業負担金を財源とする国の直轄事業においても国に不適切な支出等があった

場合には、負担した地方自治体に返還する仕組みを検討すること。 

 

（１）計画段階から地方自治体の意見を十分反映できる事前協議を

法制化すること。 

（２）地方分権の観点から、国直轄事業の範囲について見直しを行

い、地方が担うことができる事業は財源とともに地方へ移管する

こと。 

（３）地方自治体に負担金を返還する仕組みの構築を検討すること。 
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５ 大学の定員増抑制の見直しなど地方創生に資する施策の推進

【最重点】 

（提案要求先 内閣官房・文部科学省） 

（都所管局 政策企画局） 

 

＜現状・課題＞ 

 国は、地方創生を名目として、平成３０年５月に東京２３区の大学における定

員増の抑制を含む法律を制定し、同年１０月には関係政令等が施行された。 

 地方創生の重要性に異論はないが、真の地方創生を実現するためには、地方へ

の人の流れを無理に推し進めることではなく、各地方がそれぞれの個性や強みを

発揮して魅力ある環境づくりを支援することが必要である。 

そのためには、東京を含む地方が自主性をもって実効性のある施策を展開でき

るよう、地方の権限と財源の拡充を図るべきである。 

こうした中、次代を担う人材の育成やイノベーションの創出に極めて重要な役

割を担う大学に対して、場所だけを理由に学生の選択や大学経営の自由を縛る規

制を行うことは、学生の成長の機会を奪うだけでなく、大学の教育・研究体制の

改革を滞らせ、国際競争力を低下させることに繋がりかねない。 

日本全体の持続的な発展のためにも、法律の附帯決議にあるとおり、適切な時

期に運用状況や効果について検証を行い、必要な見直しを行うことが不可欠であ

る。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）真の地方創生の実現のため、東京を含む地方が自主性をもって実効性のあ

る施策を展開できるよう、地方の権限と財源の拡充を図ること。 
（２）東京２３区の大学定員増の抑制やその例外事項について、①効果を検証す

るに当たっては、客観的な第三者機関を設置し、明確かつ適切な指標や基準

を設定すること、②第三者機関は、都などの意見も聞きつつ、速やかに効果

検証を行うこと、③その検証結果を踏まえて、早期撤回を含めた必要な見直

しを実施すること。 

（１）真の地方創生の実現のため、東京を含む地方が自主性をもっ

て実効性のある施策を展開できるよう、地方の権限と財源の拡

充を図ること。 

（２）東京２３区の大学における定員増の抑制等について、明確か 

  つ適切な指標や基準を設定の上、速やかに効果検証を行い、早 

  期撤回を含めた必要な見直しを実施すること。 
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